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 第２章 裁判員制度擁護論のためのメモ 
 
千葉大学大学院専門法務研究科 
嶋津 格 
 
以下の文章は、途中でメモになり全体として完成されたものではないが、法学教育の問
題と裁判員制度は、直接ではないがその精神において共通するものがあるし、時局的な意
義も少しはあるかと考え、メモの形で投稿させていただく。 
＊＊＊＊＊＊ 
 裁判員制度は平成 21 年、つまり来年から開始が予定されている。ただ最近、それへの
批判的見解が専門家の一部で高まっている。この短いメモは、それへの反批判の形で、私
なりの問題関心から裁判員制度擁護論の概略を示そうとするものである。もともと法哲学
者である私ができることは原理論的な議論にかぎられるが、だから逆に、国民への法学教
育を考える上での一つの視角を提供することにもなるかと考える次第である。 
 本来、本格的な裁判員制度の擁護論のためには、具体的な立法の経緯や、外国での制度
とその運用実態、他の日本の法律や実務との整合性、などを考えねばならない。それには
膨大な資料の検討が必要だが、議論の骨格と対立点を鳥瞰するという目的からは、それは
当面必要ない。そこで、この目的のために、手抜きかもしれないが、一つの本のみを取り
上げて、議論の相手方にさせていただくことにする。西野喜一『裁判員制度の正体』（講談
社現代新書、2007 年）がそれである。実は著者の西野（以下、本の著者として敬称は略さ
せていただく）は、私の長年の友人で、40 年ほど前（！）に大学でいっしょに司法試験の
勉強をした仲間である。司法試験合格は彼の方が１年早かったから、もともと私より秀才
である。その後彼は裁判官としての経験も積み、現在は大学で訴訟法を教えている。だか
ら、訴訟の法規や実務の細部にかかわる議論で勝負してもあまり私に勝ち目はない。それ
ゆえ、議論は基本的なところ、それも私の関心ある部分に限ることにしたい。 
 
【民主主義と法】 
 国会が法律を作り、裁判官はそれを解釈・適用して具体的事件の判決を出す。これはあ
らためて言う必要もない常識である。ではこの常識は本当に正しいだろうか。少なくとも
歴史的には、それは疑問である。一般の裁判でもっともよく使う法律は民法であり、刑法
がこれに次ぐ。しかし、世界で民法という法律ができるのは、1804 年のナポレオン法典か
らである。もし法律がなければ裁判ができないというなら、裁判というものは 19 世紀以
降しかなかったはずであるが、もちろんそんなことはない。ローマ時代は一応措くとして
も、中世から近代初期のヨーロッパでは、長い間制定法なしに裁判が行われてきたし、現
在でもイギリスやアメリカの裁判で使われる法は判例法が中心であって、依然として制定
法は例外である。制定法が恐ろしい勢いで増大している現在、英米でもこれは少し怪しく
なっているのは事実だが、一応論理として（そして法律家養成において）は今でもそうで
ある。18 世紀の後半まで、西欧にも立法府などというものはなかったのだから、それ以前
には制定法の作りようもない。王様が法を「作れる」のかどうかは議論の別れるところで
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 ある。市民革命以前の短い期間成立した絶対主義のドグマ（それは必ずしも実態ではない）
の下では、「主権者」たる君主は法を自由に作れる、という考え方もありえたが、これも当
時実際に裁判を運営していたギルドとして法律家たちの常識（誰が制定したわけでもない
ローマ法──学識ローマ法──と慣習法および判例法によって裁判が行われていた）とは
異なる。彼らは「法律家の法（lawyer’s law）」を運用していたからである。ナポレオン法
典自体、裸の「制定法」として、議会と皇帝ナポレオンの権威のみによって妥当するとさ
れたのではなく、「法典編纂」（つまりすでにある法を条文化＝言語化したもの）としてや
っと世に出たのである。それから現在までたった 200 年しか経っていない。現在でも有効
な理念として通用する「法の支配」という語は、法が政治権力者をも支配する、という意
味だから、その法を政治権力が自由に作る、というのでは「法の支配」はほとんど意味を
失ってしまう。 
 要するに、国会もなく制定法もない時代にも、裁判官はいたし陪審員もいて、裁判が行
われた。では、この人々の下す判断が判決として通用し紛争解決の力をもったのは、何に
よるのだろうか。答は簡単で、「法（正しき行為についての判断を導くルール）が存在する」
と人々が信じていたからである。つまり、その時代には法はあったのであり、その法に従
って行われた裁判だからそれには従わねばならない、と人が考えたからである。権威の源
泉は、裁判を行う人の方にあるのではなく、そこで発見され適用される法の方にある。そ
して専門家たちは、この人々の信念を育むように、法を運用したのである。より正確には、
専門家も含めて社会の人々が、そのような法に従う用意をもつことで、裁判は権威をもつ
のである（これはすべての権威に共通する）。これが法と裁判の基本的構図である。ちなみ
にわが国でも、鎌倉時代の裁判で「理（ことわり）」や「道理」に言及される場合には、類
似の精神的姿勢がとられているから、幕府や将軍の権威に裁判全体が基礎づけられていた
わけでもないようである。これがもっと進んで、前者が後者をも拘束する、と信じられ、
人々がそれに従って行動する場合には、日本でも「法の支配」と類似する事態が生じるこ
とになったはずである（残念ながらそういう歴史的展開にはならなかったようだが）。 
 宗教的文脈でも似たことが起こる。外から見ると、神はそれを信じている者が作り出し
たものだ、と言えるかもしれないが、信じる人に対して「あなたの神はあなたが作ったも
のでしょう」と言っても、同意されることは絶対にない。そんな神を信じることなどでき
るはずがないからである。神は誰かが作ったものではなく、誰よりも前からいるものであ
る。宗教においては、神がそれを信じる人の存在を基礎づけるのであって、逆ではないの
である。裁判における「正義」も同様である。 
 裁判がそれを運営する権力者の権威によってではなく、法によって権威をもつというこ
とがなければ、三権分立の理念を語ることも不可能である。40 年前に私と西野の共通の友
人が、われわれにとって初めての法学の試験である憲法の試験で、「僕は、三権分立は民主
主義に反するという答案を書いたよ」と言っていたことがある。現在裁判所で要職にある
当人が、同じ見解を今も維持しているとは考えにくいが、それでもこの結論は正しい。要
するに、司法は政治的意思決定としての民主主義とは独立の原理によって、そして民主主
義の成立以前からの、権威をもつのである。「民主主義で決めたから」とは別に「それが法
だから」人が従う、という行動が可能であってはじめて、司法は議会と対等の権威の源泉
となりうる。三権分立において司法が議会と対等の立場に立ちうる基礎はここにある。モ
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 ンテスキュー以来の三権分立というアイデアは、西洋世界の中にそれ以前から確立してい
た司法の制度を前提にして、その司法と対等の権威もつものとして議会、そして行政府を
置く、という政治的工夫の産物なのである。これは、その全体が法の存在と、その法の支
配を前提にしているし、単純な民主主義論とは異なるものである。 
 若干単純化して述べれば、日本では西洋的な法を運用する歴史が浅かったために、ここ
で想定されているような権威を司法は未だにもっていない。国会が決めた法を運用するこ
とを使命とする、民主主義的な構造における下位機関のようにして裁判所が国民に理解さ
れており、社会の中で裁判官も特別の権威をもたない。私の理解するところ、日本に特徴
的な司法消極主義の政治的原因がここある。司法は、国会を敵に回して戦えるほどの国民
的基礎をもっておらず、当の裁判官たちもこの事情を正しく理解しているので、消極的な
態度しかとらないし、とれないのである（米国におけるこの逆の事情、つまり、連邦最高
裁はどんな場合に judicial review を行使して違憲判決を出すのか、出せるのか、について、
裁判官による public opinion の高度な読みと、州間の統一を図ることを根拠とする、と論
じる Lawrence M. Freedman の多くの著書と論文での議論参照。民主主義的な手続きで選
ばれるわけでなくとも裁判所は、世論への配慮からは逃れられないのである）。 
 
【裁判官はなぜえらいか】 
 私は裁判官が社会の中でもっと尊敬されるべきだと考えているが、裁判官がえらいと考
えられる理由は基本的に二つある。一つは、西野が繰り返しているように、裁判官は専門
家だからである。この議論は、プラトンが『国家』に代表される彼の反民主主義論で反復・
展開するものである。靴作りの専門家、体育の専門家がいて、それぞれの分野で人は専門
家の判断に従うことを当然と考える。だから、政治の専門家もいるはずなのに、デモクラ
シーでは素人であるデモス（大衆）が政治を行うことになっている。しかし「善き魂の世
話」というこのもっとも重要なポリスの仕事が、素人まかせでよいはずがない、とプラト
ンはいうのである。 
 善き魂の世話の専門家という哲人王のアイデアは、一部の政治哲学者を除いて、民主主
義が支持されている現在では（そして当時のアテナイでも）あまり支持を得られないだろ
う。それに比べれば、法律家は法律の専門家だから、法に関して素人より正しい判断がで
きる、という命題はもっと支持を受ける見込みがある。ただしそれは、その（専門家たる
裁判官たちがいう）「正しい判断」に意味がある、と国民が考える限度でのことである。 
 科学の各分野を含めたすべての専門がそうだが、専門家は自分たちの中で通用する基準
を形成・発展させ、新人のリクルートと教育を行い、相互評価（ピア・レヴュー）のシス
テムを運営する。しかし、自然科学のような客観性がかなりはっきりと維持されうる分野
ですら、そのシステムが生み出すものの価値について、社会の中で基本的な理解が得られ
ているのかについて、現在ではかなりあいまいなところが見られる。巨大な予算を必要と
し、人々の運命を大きく左右する力をもつ自然科学では、科学者たちも、自分たちの活動
に対して社会的な理解が得られるよう、懸命に努力するようになっている。そのポイント
は、常識的な人々の世界観と科学との接合を、専門家たちがあらゆるところで図ってゆく、
ということにあるだろう。 
 しかし裁判官は、単に法律の専門家だからえらいのではない。彼がえらい二つ目の理由
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 は、彼が裁判官だから、である。具体的な争訟について、中立的な第三者の立場にたち、
社会的に公正だと考えられる結論を得ようとして努力した人が、結果として出した結論だ
から、人は裁判官の判断に従わねばならない、のである。これは『道徳感情論』でアダム・
スミスが述べる原理でもある。スミスはあまり裁判に言及しないが、彼の道徳論（ある種
の常識擁護論）は当然、当時実行されている裁判の制度を下敷きにしており、「不偏の観察
者」は裁判官を一般化した概念だ、と私は考えている。 
 しかし、不偏の観察者の立場に立つことなら、普通の市民にも可能である（スミスはも
ちろん、それを想定している）。むしろ普通の市民が、市民生活の中で得た常識と社会のル
ールについての感覚を発揮しながら、何が社会の正義なのかを具体的場面で表明してゆく
ことが、平等な者たちが行う裁判の原型である。そしてその積み重ねの結果として法が生
成する。司法が司法として社会の中で権威をもつためには、このような常識的に理解可能
な正義と、高度の発達した現代の法との間の接合を専門家が行ってゆかねばならない。法
の究極的基礎は、条文の中ではなく、社会の意識の中にしかありえないからである。 
 この二つ目の裁判官の権威は、スポーツの審判がもつ権威と同じ種類のものであって、
素人にも理解可能である。専門家に対する包括的で一般的な信頼が確固としているなら、
法律家は、専門家として自分たちの中で法を運用すればよいのかもしれない。しかし一般
的・外在的な信頼が頼りにならないなら、法律家たちはその営み中に国民を取り込んで、
自分たちがしていることを理解してもらい、国民の常識と法の間の接合に努力せねばなら
ないのである。裁判官がしていることは、基本的に常識でできることである。ただそれを
少し緻密に、誠実に、職業として経験を積みながら行っているにすぎない。国民が裁判を
そのように見ることができて初めて、裁判官は尊敬されるのではないだろうか。わからな
いから尊敬される、という超越的な権威ではなく、わかるからこそ尊敬されるという権威
が必要である。 
 私が理解するところでは、裁判員制度は、誤審を減らすためではなく（誤審は多分増え
るだろう）、単純な「国民参加」のためでもなく、「法」を社会の中に根付かせるという上
記の目的のために、導入されるべきなのである。 
 
【事実認定】 
 西野は「事実認定については専門家と素人に差異はない」という議論に反駁して、裁判
官は法律の知識としてではなく、多くの裁判に携わったという経験の積み重ねによって、
素人よりもよい事実認定ができる、という。事実認定が法律解釈とは別のことだ、と認め
ている点で、これは正しい。事実認定論は私の修士論文のテーマであり、20 年前からその
本を書くことになっているのにまだ書いていない私の立場は弱いが、以下簡単に述べる。 
 日本のようなキャリアの裁判官（弁護士や検察官の経験をもたない）は、事実認定につ
いてかなり弱点をもっている。多くの事件を担当したといっても、結局彼には、法廷に提
出された証拠の背景を見る機会は少ない。自分の行った認定が本当に正しかったか否かを
試験問題の正解のようにして知る（答あわせをする）機会も、彼にはほとんどないのであ
る。ある裁判官が定年後弁護士になり、事件の実態がどんなものかについて目から鱗の経
験をした、と言っていたことがある。実際、民事事件の実態は、裁判官より担当の弁護士
の方がよく知っているし、刑事事件のそれは、検察官の方がよく知っている。担当の警察
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 官ならもっとよく知っているだろう。それより、ヤクザのケンカの実態はヤクザが一番知
っているし、抑うつ状態の人が取る行動は、抑うつを経験した人が一番知っているのであ
る。 
 事実認定でもっとも重要なことは、証拠を判断するための一般的な経験則をどれくらい
広く正しくもっているかである。これは個人差と程度の問題であって、裁判官が素人より
優れている、といった一般的な傾向は特にない。当然、どのような分野の事実かによって、
誰が正しく判断できるかも異なるだろう。「12 人の怒れる男たち」という陪審をテーマに
したアメリカの映画では、スラム出身の男が飛び出しナイフの使い方を他の陪審員に説明
して見せるシーンが出てきた（つまり、証人はウソをついていそうだ‥‥）。 
 西野が強調するのは、裁判官なら素人と違って、時間をかけて膨大な訴訟資料を読み、
その間の整合性などを判断でき、自分の認定を論理的に判決の理由に書くことができる、
という点である。もちろん、これは無意味ではないが、書面になったものの中に正しい認
定の鍵があるのか、論理的に判決として書きやすい理由が、本当に事実と整合しているの
か、は別問題である。しかも、資料を検討するのに彼が払う労力が膨大になればなるほど、
その結果の正しさを他の人が検討することも難しくなる。ほとんどすべての事件の一件記
録は、担当の弁護士と検察官を除いて、永久に担当の裁判官にしか通して読まれることは
ない。つまり、そこで裁判官が手抜きをしても、外からそれを知る機会はほとんどないの
である。 
 
＊＊＊＊＊＊ 
以下、時間的余裕と紙幅がないので、メモ形式で論点を挙げる。 
●誤審を減らすために裁判員制度を導入する、という論者がいるとすれば、それは誤りだ、
という西野の結論には賛成である。裁判員制度を導入する理由は、これと別にある。 
●陪審は有罪無罪の判断を超えて量刑まで行わないのに、裁判員は量刑にも関わる。この
点が世界にあまり例のない制度で誤りだ、という点が論じられているなら、もっと議論と
して説得力があったかもしれないが、この点はほんの少ししか論じられていない。 
●別の論者（大久保太郎「裁判員制度のウソ、ムリ、拙速」文藝春秋、2007 年 11 月号）
が引用していた西野の「違憲のデパート」というキャッチは実に優れていると思ったので、
もっと内容があるかと思ったが、予想に反して、「違憲のデパート」論にはあまり見るべき
ものがない。ほとんどが、論点先取であり、ためにする議論であると考える。 
●西野は、「現行憲法は陪審制を禁止している」というが、法律解釈には、法の目的を理解
する手続きが不可欠である。では、憲法は、何のために陪審制を禁止している、と西野は
考えるのか。それを書かないと、まっとうな「法解釈」にならないのではないか。アメリ
カ人の起草者に「あなたの起草した日本国憲法は陪審制を禁止していると言っている日本
の法律家がいますが」といったら、彼らはどんな反応をするだろうか。 
 多分、「そんな馬鹿な‥‥」というだろうが、そうでない場合、二つの回答が予想できる。 
1）本当は陪審制にしたかったが、戦争直後の日本国民の民度に疑問があったので、やむ
なく当面は陪審制を見送った。これなら、西野の議論と一応整合する。でもこれは「禁止
する」理由ではなく、当面導入しない、理由にしかならない。 
2）米国史の文脈では、ニューディーラーは司法一般に対して懐疑的または批判的である
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 （法理論家の中ではフランクやルウェリンなど。行政官は数知れない）。民主党政権下にあ
った日本占領軍でも、かつてのニューディーラーが中心だったはずである。彼らは、日本
を行政中心の国として設計したかったので、司法の国民的支持を不必要または余計と考え
た。これもありそうな話ではあるが、そのような行政中心の立場は、米国史では比較的短
い期間妥当したエピソードにすぎず、司法敵視論はその後米国内でも下火になっている。 
●西野の議論を読めば、裁判員制度違憲論の中心は、日本国憲法固有の議論ではなく、そ
れが人権侵害の制度だ、といっていることがわかる。そして、その趣旨はほとんどすべて、
陪審制にも（より強く）当てはまる。つまり西野の文章のうち、全体の半分ほどは、陪審
制に対する侮辱とも読める批判である。陪審制より裁判官制の方がすぐれている、という
見解を取ることは、議論としてそれでよい。しかし世界でもかなりの国が採用している陪
審制や参審制に対する感情的侮辱のような文章を連ねることは、法律家としてバランスが
とれた態度といえるだろうか。 
 たとえば、裁判員になることを強制されることが、憲法 18 条違反の「その意に反する
苦役」になる、というなら、籤にあたった者に陪審になることを強制している国は、すべ
て国民にこの「苦役」を課していることになる。奴隷労働や苦役の禁止は普遍的な人権の
リストに普通入るから、恒常的に人権侵害をしていることになる。こんな議論が外国で通
じないことは明らかだと思われる。 
 裁判員が法律に従って裁判することを要求されることが内心の自由に反する、という議
論も同様である。多分これに同意する法律家は、いるとしてもごく少数だろう。 
 粗雑司法論に関して言えば、陪審制を取る国はすべて粗雑司法ということになる。これ
は正しいともいえる。手続きに対する時間的その他の制約があり、その圧力で「精密司法」
が不可能になる、のはその通りである。しかしそれが悪いかどうかは、専門家の間でも立
場が別れるだろう。だいたい「精密司法」という言葉は、どちらかと言えば日本の現状を
批判する文脈で使われてきたのではないか。「国民的支持がないから、日本の司法は、自ら
を支えようとして形式的な精密さ（専門家内部の基準）に走ろうとする傾向がある‥‥。
（しかし、または、だから）その精密さは、国民的な理解や支持に結びついていない‥‥
（専門家的自己満足と国民的支持の貧困は、どちらを原因または結果としてもいいのだ
が）」。 
●相対的には、手続きの更新問題の議論がもっとも説得的だと思う。しかしこれは、精密
司法の結果生じる長期裁判のために裁判官が途中で（場合よって何度も）交代する時にも、
同じことが、より大きなスケールで起きる。「手続きの更新」は、できれば避けるべきであ
り、避けられない場合にやむなく採用する、問題のある手続きである（裁判員制度導入か
らくる圧力によって短期間で手続きが済めば、その必要はむしろ減るのではないか）。交代
後の裁判官が記録を読み直しても、記録だけでは生の証言に現れている情報のほんの一部
しか残らないからである。証人の表情や態度、あわてた様子、弁護士や検察官が期待する
証言をしようとやっきなっている態度などを、記録にすべてとどめることはほとんど不可
能だからである。 
●素人の判断がそのままではいい加減になりやすい、というのは本当だが、だからこそ弁
護士と検察官が対立する形で法廷にいるのである。素人判断を危惧する西野の文章（状況
証拠だけで有罪を認定していいのか。普段はいい人だったという証言があれば無罪にする
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 のか‥‥など）は、そのまま、弁護士が法廷で語るべき弁論として適切である。素人に訴
えて、「正しい結論」を得させるよう努力するのが、双方の法律専門家の仕事だからである。
陪審制においても法律家は、単に勝ち負けのゲームをしているのではない。「正義」または
「正しい判断」が自分の主張の方にあるのだ、として素人を説得する、というゲームをし
ているのである。双方の専門家が対立する正義の主張を行う間に立って、陪審が（裁判員
が）それを判断する。これが素人にはできない、と西野はいうが、私はそう考えない。も
ちろんこれは、検察官や弁護士、そして評議の場での裁判官が、単純な誤りに導かれそう
な素人をどれだけ是正できるか、にもかかっているが。 
 長年日本の司法で問題にされてきた刑事裁判における弁護士の役割の形骸化は、裁判員
制度導入によって大幅に改善することが予想される。そして、新しいルールの下では、法
律に詳しくとも、素人に訴える力の弱い弁護士や検察官は無能だ、ということになるだろ
う。素人がどのように誤導されるか、を予測して、それを先回りして防止するような法廷
活動を展開することが、双方の法律家の仕事となるのである。「みなさん、ひょっとしてこ
れで有罪が証明された、などと考えている方はいませんか。しかしよく考えて下さい。‥
‥」という弁論によって、素人の考えを導く力が専門家に必要になるのである。もちろん、
これは双方向に行われる。 
●法廷弁論は、専門家向けではなく（専門家の内輪の活動としてでなく）、素人向けに行わ
れるべきである。そして、これができる者が、「専門家としてのあるべき能力を備えた法律
家」なのである。裁判員制度によって実現することを私が期待しているもっとも大きなこ
とは、深いレベルで、あるべき法曹の像が変化すること、である。そして、そのような法
曹の側の変化と連動する、国民的基礎をもつ司法の実現と、国制の中における司法の位置
の向上である。 
●裁判員制度の導入がもたらす最大の利益は、上記のように法律家の行動が変化すること
であるが、同時に「正義」も変化することが期待される。裁判で訴求され確定される「正
義」が、国民が理解できる「正義」になること、が重要なのである。 
 数ヶ月かけて山のような書類を全部精査しないと正しい結論が出せない、という手続き
自体には、国民に理解可能な正義はない。たとえ資料が膨大でも、その内容を、対立する
双方の法律家が、要約しポイントを訴えながら素人に判断を迫る、ことで初めて、正義が
国民に「見える」ようになるのである。そして裁判員は自分に見える正義にしたがって判
断する。裁判所が何をするところか、についての国民の理解も、これによって変化するこ
とを、私は大いに期待している。 
●裁判員回避の方策を伝授する部分は、この制度が悪しき制度であることを前提にしてい
るから、論点先取である。そして、この前提が成り立たない場合には、この項目は卑劣な
行動をあたかも立派なことであるかのようにして、国民に勧めていることになる。 
 もし、「人を裁きたくない」という理由で裁判員になることを回避するのが良心の問題で
ある（と西野はいうが）なら、実際にはフリーライドを良心的行動として認め、奨励して
いることになるだろう。もしその人が、「（裁判官も含めて）誰も人を裁くべきでない」と
いうなら、その主張に普遍化可能性はある（つまり正義主張でありうる）。しかし、実際に
これを実行した社会にその人は住みたいだろうか。もし真に宗教的理由などで裁判員を回
避するというなら、裁判員の負担より少し重い別の負担（社会奉仕など）を負うことで、
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 この義務の免除を受けられる、という制度は、論理的に可能かもしれない。これは、宗教
的理由による徴兵回避の場合などに、外国で採用されている制度である。負担ではなく良
心が本当の問題であるなら、これで対応可能である（本当は負担回避が目的で、そこで良
心を口実にしているだけなら、これは欺瞞であり、道徳的な行動ではないし、もちろんそ
の人は良心的ではない）。 
●徴兵制との類似を論じる西野の議論は、当初は重要でないと思っていたが、読んでみる
とある意味でポイントをついた優れた議論である。西野は「国民を強制的に国家に奉仕さ
せる」点でこの二つは同類だ、という。この場合の「国家」を state（国家機関＝国家）
ではなく nation（国民＝国家）の意味で取るなら、私もこれに賛成である。徴兵制を避け
ることができる時代は恵まれた時代であり、それがいつまでも続くことを私も希望してい
るが、必要な場合には命をかけて闘うことを国民に要求することは、国家の本質ではない
だろうか。歴史的には、これは自明のことに思われる。「税金だけ払っていれば自由に平和
に暮らせることは人権だ」、どうも西野はそう考えているのではないか。それなら、論理必
然的に、強制的な裁判員制度は人権侵害になるだろう。だからここには、国家（nation）
と国民の関係についての基本的論点がかかっているのである。国民に納税以上の覚悟を要
求する、という側面を裁判員制度がもっていることは否定できない。そしてこれ（国民の
意識がこれを受け入れるなら）は、国家（nation）と国民の関係についての望ましい変化
であると私は考えている。もちろん、裁判員になることは、兵隊に行くよりずっと軽い仕
事である。そしたその程度の負担をする覚悟が国民にないと、国民と切り離されたところ
で、軍事専門家が、政治家が、官僚が、国民の名において国民を犠牲にするような決定を
行うことが阻止できないのではないだろうか。戦前の日本は、この点が未熟だったと私は
考えている。その意味で戦前の日本は、専門家まかせの国だったのである。日本を取り巻
く世界は変化しており、国民が平和を「権利」と考えることのできる時代がいつまで続く
かは疑問である。 
●（見直し規程にある）3 年で、裁判員制度は国民に愛想を尽かされ、廃止されるだろう
と西野はいう。私は、裁判員制度は徐々に国民的支持を受け、定着するだろう、と考えて
いる。その意味で、私は日本の人々を信じている。これは基本的に、価値判断ではなく予
測の問題だから、どちらが誤っていたかは時間が経てばわかることである。この問題が決
着がついた頃にまた、西野と議論したいものである（だいたい毎年１回ほど会っているの
で）。自分の誤りはいつでも認める用意があることはいうまでもない。 
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